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1. はじめに
超音波非破壊評価は構造物の安全性を評価する上で重要

な役割を担っており，その手法の開発において，数値シミュ
レーションは大きな貢献が期待されている．代表的な数値
シミュレーション手法として，有限差分法，有限要素法，境
界要素法がある．これらの解析手法は解析領域やその境界
をメッシュ（格子，要素など）によって分割し解析を行うた
め，メッシュ分割型の解法に分類される．
これに対して，MFS（基本解近似解法）は，メッシュフ

リー型の数値シミュレーション手法として知られている 1)．
MFSは，対象とする問題の基本解を用いて近似解を表現し
解析を行う．MFSはメッシュ分割型の解法と比較して，計
算精度が高く，数値計算の実装も容易であるという特徴が
ある．
部材表面近傍の欠陥や腐食減肉，部材界面の剥離を対象

とする超音波非破壊評価では，自由表面や部材界面からの
反射波の影響を無視することはできない．このとき，数値
シミュレーションにおける解析領域は，半無限領域として
取り扱われる．多くの数値シミュレーション手法において，
これらの半無限領域は特別な取り扱いが要求される．MFS

についてもその例外ではなく，半無限領域の取り扱いにつ
いて整理しておくことは，これらの解析を行う上で必要不
可欠である．
このような背景を踏まえ，本研究では，半無限領域を対

象とした面外波動問題に対してMFSを適用する．そして，
MFSによる半無限領域の取り扱いについて，半無限領域の
平面波の入射・反射問題をもとに考察する．以下では特に
断りのない限り，ギリシャ文字の下付き添え字は 1，2をと
り，1つの項に繰り返し現れる下付き添え字に対して総和規
約を適用する．

2. 解析手法
本研究では，等方で均質な線形弾性体の面外波動問題に

ついて考える．図–1に，本研究で取り扱う半無限領域 V を
示す．同図において，S は半無限領域の境界，Vc は補領域
を表す．周波数領域における等方性弾性体の運動方程式は，

図– 1 対象とする問題

物体力をゼロと仮定すると，次式で与えられる．(
µ

∂2

∂xβ∂xβ
+ ρω2

)
ũ(x) = 0 (1)

ここに，ũ(x)は位置 xにおける面外方向変位，ωは角周波
数を表す．また，ρ, µは弾性体の密度とせん断弾性係数で
ある. 加えて，式 (1)に示す方程式の線形性から，ũ(x)に
ついて以下の関係式が成り立つ．

ũ(x) = ũin(x) + ũrefl(x) (2)

ここに，ũin(x) は入射波の変位，ũrefl(x) は境界 S による
反射波の変位を表す．ただし，入射波は既知とする．本研究
では，境界条件を次式で与える．

t̃(x) = µ
∂ũ

∂nx
(x) = 0; x ∈ S (3)

ただし，t̃(x) は位置 x における表面力の面外方向成分，
∂/∂nx は境界 S 上での法線方向微分を表す．
次に，MFSの定式化を示す．MFSでは，領域 V および

境界 S の変位を次式で表現する．

ũ(x) := ũin(x) +

N∑
k=1

Ũ(x,yk)c̃k; x ∈ V ∪ S (4)

ここに，c̃k は境界条件によって決定される係数を表す．ま
た，Ũ(x,y) は，式 (1) に示す運動方程式の基本解であり，
次式で与えられる．

Ũ(x,y) =
i

4µ
H

(1)
0 (kT r) (5)

ここに，xは観測点，yは源点を表す．kT は面外波動の波数，
H

(1)
n は n次の第１種Hankel関数を表す．また，r = |x−y|
および i =

√
−1である．一方，境界 S における表面力は，

式 (4)に示す表示式を用いて以下のように表現できる．

t̃(x) := t̃in(x) +

N∑
k=1

T̃ (x,yk)c̃k; x ∈ S (6)

ここに，T̃ (x,y)は表面力に関する基本解であり，次式で与
えられる．

T̃ (x,y) = µ
∂Ũ

∂nx
(x,y) = − i

4µ
H

(1)
1 (kT r)

∂r

∂xβ
nβ (7)

ここに，nβ は境界 S 上の外向き単位法線ベクトルを表す．
本研究では，散乱体の境界 S 上に選点 xi（i =

1, 2, · · · ,M）を配置し，その選点において境界条件を満た
すように係数 c̃k を決定する．このとき，解くべき連立１次
方程式は以下の通りとなる．

D̃c̃ = h̃ (8)

ここに，
(D̃)ik := T̃ (xi,yk), (c̃)k := c̃k, (h̃)i := −t̃in(xi) (9)

である．式 (8)を解くことで，係数 c̃k を求めることができ
る．また，半無限領域 V 内の面外方向変位は，この係数 c̃k
を式 (4)に代入することで得られる．
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図– 2 解析モデル

表– 1 解析に用いるパラメータ

ω ρ µ u0 ϕin M N l̄x l̄y dy

1 1 1 1 π/3 400 400 10 40 1,10

3. 数値解析例
3.1 解析条件
図–2に解析モデルを示す．同図において，入射波は平面

波とし，その面外方向変位 ũin(x)は以下の式で与えた．
ũin(x) = u0e

ikin·x (10)

ここに，eは Napier数，u0 は入射波の振幅を表す．また，
kin は入射波の波数ベクトルであり，次式で与えられる．

kin = kpin (11)

ここに，k は入射波の波数であり，以下の式で計算される．
k =

ω

c
, c =

√
µ

ρ
(12)

ただし，cは入射波の位相速度である．また，pin は以下の
式で与えられる．

pin =

{
cos θin

sin θin

}
, θin =

π

2
− ϕin (13)

ここに，ϕin は平面波の入射角を表す．
MFS の適用において，選点 xi および源点 yk は以下の

式によって配置した．
xi =

{
−l̄x + (i− 1)∆x1

0

}
; i = 1, 2, · · · ,M (14)

yk =

{
−l̄y + (k − 1)∆y1

dy

}
; k = 1, 2, · · · , N (15)

ただし，l̄x,l̄y,dy は図–2に示す通りである．また，∆x1 お
よび ∆y1 は，以下の式で与えた．

∆x1 =
2l̄x

M − 1
(16)

∆y1 =
2l̄y

N − 1
(17)

なお，これらの解析条件に含まれるパラメータは表–1で与
え，式 (8) に示す連立１次方程式の解法には最小二乗法を
用いた．

3.2 解析結果
前節に示した解析条件に対して，解析解 2)とMFSによっ

て得られた近似解の比較を行う．本節では，境界近傍の領
域における面外方向変位の実部の値を比較する．図–3に解
析解を，図–4に dy = 1とした場合のMFSによる近似解を
示す．これらの結果を比較すると，x1 および x2 の値が小

図– 3 面外方向変位 Re[ũ(x)/u0] (解析解)

図– 4 面外方向変位 Re[ũ(x)/u0] (MFS, dy = 1)

図– 5 面外方向変位 Re[ũ(x)/u0] (MFS, dy = 10)

さくなる領域で，変位分布に差が生じていることが確認で
きる．また，図–5には，dy = 10とした場合の MFSによ
る近似解を示す．図–5に示す結果は，図–3に示す結果と概
ね一致していることが確認された．これは，dy の値が大き
くなることで，源点と境界の距離が大きくなり，基本解に
よって表現される領域 V 内の波動の波面が平面に近づくた
めであると考えられる．

4. おわりに
本研究では，MFSを半無限領域を対象とする面外波動問

題に適用した．はじめに，対象とする問題について整理し，
続けて，MFSの定式化について説明した．その後，数値解
析例を示した．計算結果の比較から，半無限領域における
反射波を表現するためには，反射波の特徴を理解し，源点
を適切に配置する必要があることを確認した．
今後は，引き続き半無限領域の取り扱いについて考察す

るため，点源から発生する波動の反射問題の解析を行う．ま
た，部材表面近傍の欠陥や部材界面の剥離による入射波の
散乱問題を対象に，MFSの適用可能性について検討を行う
予定である．
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